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株　主　各　位

第58期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

１．連結計算書類の連結注記表

２．計算書類の個別注記表

「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきまし

ては、法令および定款第16条の規定に基づき、当社ウェブサイトに掲載する

ことにより株主の皆さまに提供しております。

（https://www.invast.jp/）

なお、「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」は、

監査報告の作成に際して、監査等委員会および会計監査人が監査をした連結

計算書類および計算書類の一部であります。

インヴァスト証券株式会社

表紙
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連結注記表

当社グループの連結貸借対照表および連結損益計算書は、「会社計算規則」（平成18年２月７

日法務省令第13号）のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）

および「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規

制規則）に準拠して作成しております。

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　１社

・主要な連結子会社の名称　　Invast Financial Services Pty Ltd．

②　非連結子会社の状況

・非連結子会社の数　　　　　１社

・主要な非連結子会社の名称　インヴァスト有限責任事業組合

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う

額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を

及ぼしていないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　Invast Financial Services Pty Ltd．の決算日は、12月31日であります。

　連結計算書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準および評価方法

イ．有価証券

トレーディングに関する有価証券等

時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。

トレーディング関連以外の有価証券等

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

ロ．デリバティブ　　　　　　　　時価法を採用しております。
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。なお、在外連結子会社は

所在地国の会計基準の規定に基づく定額法を採用して

おります。主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　15年～50年

器具および備品　５年～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

・その他の無形固定資産　　　　定額法を採用しております。

ハ．リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の当

連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．金融商品取引責任準備金　　　金融商品取引事故による損失に備えるため、「金融商

品取引法」第46条の５第１項の規定に基づき「金融商

品取引業等に関する内閣府令」第175条の定めるとこ

ろにより算出した額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産および負債は、子会社の決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、収益および費用は期中平均為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めるものとしております。

－ 2 －
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⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる事項

　消費税等の会計処理　　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28

年４月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額

法に変更しております。これによる連結計算書類への影響はありません。

３．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。

４．表示方法の変更に関する注記

（連結貸借対照表）

(1) 前連結会計年度において、「くりっく株365」事業に係る「短期差入保証金」および「受入

保証金」を総額表示しておりましたが、その実態をより適切に表示するため、当連結会計年

度より同事業に係る「短期差入保証金」と「受入保証金」を相殺表示しております。

(2) 前連結会計年度において、「投資その他の資産」の「その他」に含めておりました「出資

金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することといたしました。

５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産および担保にかかる債務

　当社の外国為替証拠金取引に関連して生じる債務に関し、金融機関より支払承諾契約に基

づく極度額を2,500百万円とする債務保証を受けており、担保として現金・預金（定期預金）

750百万円を差し入れております。この他同契約に基づき、顧客区分管理信託契約に係る当社

の信託受益権に対し当該金融機関を質権者とする質権を設定しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　201百万円

(3) 当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行と当座貸越契約等を締結し

ております。当連結会計年度末における借入未実行残高は以下のとおりであります。

当座貸越極度額等 2,050百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,050百万円

－ 3 －
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数

普通株式　　　5,904,400株

(2) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 ( 円 )

基 準 日 効力発生日

平 成 2 8 年 6 月 2 8 日
定 時 株 主 総 会

普通株式 234 40 平成28年3月31日 平成28年6月29日

平 成 2 8年 1 0月 2 8日
取 締 役 会

普通株式 211 36 平成28年9月30日 平成28年12月5日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１ 株 当 た り
配 当 額 (円 )

基 準 日 効力発生日

平成29年6月28日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 211 36 平成29年3月31日 平成29年6月29日

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを

除く。）の目的となる株式の種類および数

普通株式　　　　4,000株

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　　当社グループは、主として金融商品取引法に基づく市場デリバティブ取引の取り次ぎお

よび店頭デリバティブ取引を行っております。当社グループが行う市場デリバティブ取引

の取り次ぎは、顧客の注文を金融商品取引所等にて執行する業務であり、原則、当社グル

ープのポジションは発生いたしません。店頭デリバティブ取引のうち、外国為替証拠金取

引は、顧客と当社グループによる相対取引でありますが、顧客に対する当社グループのポ

ジションをリスクヘッジするために、カウンターパーティ（カバー先銀行等）との間で相

対取引を行っております。また、子会社が行う株価指数や海外商品を対象とする差金決済

取引（ＣＦＤ）は、顧客の注文が自動的に海外のホワイトラベル（※）提供業者に流れる

仕組みとなっており、原則、子会社に為替変動リスク、価格変動リスクは発生いたしませ

ん。

※ホワイトラベルとは、ＡＳＰサービスやシステムの提供等によって、エンドユーザーに

対して相手先ブランドでのサービス提供を可能とするサービスパッケージであります。

－ 4 －
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②　金融商品の内容およびそのリスク

　　当社グループが保有する金融資産は、主として金融商品取引所およびカウンターパーテ

ィの金融機関に差し入れた短期差入保証金であり、差入先の契約不履行によってもたらさ

れる信用リスクに晒されております。したがって、取引金融機関の選定については、その

財務状況・外部格付機関による評価等を充分勘案して行っております。また、定期的に当

該金融機関の財務情報等を入手し、モニタリングを行っております。保有する投資有価証

券は株式であり、主として純投資目的で保有しております。これらはそれぞれ発行体の信

用リスクおよび金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。なお、投

資有価証券には流動性に乏しい非上場株式116百万円（帳簿価額）が含まれております。

③　金融商品に係るリスク管理体制

a.　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　　当社グループが行う市場デリバティブ取引の取り次ぎ、店頭デリバティブ取引等は、顧

客から証拠金を受け入れ、その証拠金の範囲内で取引を行っております。当社グループは、

顧客の取引口座開設にあたり、投資の知識・経験等の顧客属性を適正に管理するほか、ロ

スカット制度により顧客に損失が発生した場合でも受け入れた証拠金の範囲内に損失額が

収まるように、顧客の与信リスク管理には万全を期しております。

　　当社グループは、外国為替証拠金取引について、顧客に対する当社グループのポジショ

ンをリスクヘッジするために、カウンターパーティと相対取引をしております。

　　当社グループは、これらのカウンターパーティに保証金を差し入れておりますが、取引

先リスク等を分散するために欧米等において実績のある銀行複数社のカウンターパーティ

と取引をしております。

b.　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　　当社においては、カバー取引以外の為替スポット取引、通貨オプション取引等を自己の

計算により行う場合は、「外国為替カバー取引に関する規程」に基づきポジションの保有

限度額および損失上限額を設定し、毎営業日取引の執行状況を管理することとしておりま

す。相場の急変、損失が上限額に達した場合等は、必要に応じて取引の停止、ポジション

の決済を行っております。また、計数的なリスク管理は「リスク管理規程」に従い、金融

商品取引法第46条の６第１項に基づき毎月内閣総理大臣への提出義務がある自己資本規制

比率については、内閣府令で定められた方式によって経理部が算定し、日々の状況につい

ては、内部管理統括責任者に報告を行い、取締役会に対して毎月報告しております。

c.　資金調達に係るリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　　当社は、経理部が各部署からの報告等に基づき適時に資金管理を行い、手許流動性を維

持することで流動性リスクを管理しております。また、資金調達手段の多様化を図るため

複数の金融機関と当座貸越契約を締結し一時的な資金需要への余力を確保するほか、カウ

ンターパーティとの間でカバー取引を行うにあたって必要となる差入保証金の一部を金融

機関との支払承諾契約に基づく保証状により代用することによって、手許流動性の維持を

図り、流動性リスクを管理しております。

－ 5 －
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

  平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、

次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれ

ておりません。（（注）２．参照）

連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金・預金

(2)預託金

(3)短期差入保証金

(4)外為取引未収入金

(5)投資有価証券

3,889

18,991

53,174

11,795

3

3,889

18,991

53,174

11,795

3

―

―

―

―

―

資産計 87,850 87,850 ―

(1)受入保証金

(2)外為取引未払金

69,095

11,795

69,095

11,795

―

―

負債計 80,890 80,890 ―

デリバティブ取引（*）

　ヘッジ会計が適用されていな

いもの

2,830

(477)

2,830

(477)

―

（―）

デリバティブ取引計 2,352 2,352 ―

（*） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

　　　なお、連結貸借対照表へは、外為取引未収入金に正味の債権2,830百万円を計上しており、

外為取引未払金に正味の債務477百万円を計上しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1)現金・預金、(2)預託金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。

(3)短期差入保証金

日々計算による出し入れを行っているため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

(4)外為取引未収入金

構成要素であるデリバティブ取引の評価損益については、日々洗替え計算を行っており、時

価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(5)投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。なお、保有目的ごとの有価

証券に関する事項については、「11.その他の注記 (1)有価証券に関する注記」をご参照く

ださい。

－ 6 －
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負　債

(1)受入保証金

日々計算による出し入れを行っており、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(2)外為取引未払金

構成要素であるデリバティブ取引の評価損益については、日々洗替え計算を行っており、時

価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

「11.その他の注記 (2)デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式 　　　　　　　　　　　116

匿名組合出資金 　　　　　　　　　　　177

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(5)投資有価証券」には含めておりません。なお、上記の非上場株式について、当連結会計年

度において減損処理を行い、投資有価証券評価損28百万円を計上しております。

（注）３．金銭債権および満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内

（百万円）

１年超５年以内

（百万円）

５年超10年以内

（百万円）

10年超

（百万円）

現金・預金

預託金

外為取引未収入金

3,889

18,991

14,626

―

―

―

―

―

―

―

―

―

合計 37,506 ― ― ―

８．賃貸等不動産に関する注記

　当社グループは大阪府および兵庫県において、賃貸用のマンション等（土地を含む）を有し

ております。当該賃貸不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額および時価につ

きましてはその重要性が乏しいため、注記を省略しております。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,737円23銭

(2) １株当たり当期純損失 20円27銭

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 7 －

連結注記表



2017/05/31 9:06:35 / 17301111_インヴァスト証券株式会社_招集通知

11．その他の注記

(1) 有価証券に関する注記

　有価証券はその他有価証券として保有しており、これに関する連結貸借対照表計上額と取

得原価との差額は以下のとおりです。

種類

連結貸借対照表

計上額

（百万円）

取得原価

（百万円）

差額

（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 ― ― ―

(2)債券 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 3 3 △0

(2)債券 ― ― ―

(3)その他 ― ― ―

小計 3 3 △0

合計 3 3 △0

　非上場株式（連結貸借対照表計上額116百万円）については、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められることから、上表には含めておりません。

(2) デリバティブ取引に関する注記

①　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

（顧客との取引）

種類
契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

 通貨

 　外国為替証拠金取引

売建 52,910 ― 1,629 1,629

買建 46,577 ― 558 558

 合　　計 2,187 2,187

時価の算定方法：取引先銀行の提示したレートに基づき評価を行っております。

－ 8 －
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（カウンターパーティとの取引）

種類
契約額等

（百万円）

契約額等の

うち１年超

（百万円）

時価

（百万円）

評価損益

（百万円）

 通貨

 　外国為替証拠金取引

売建 256,220 ― 264 264

買建 269,126 ― △99 △99

 合　　計 165 165

時価の算定方法：取引先銀行の提示したレートに基づき評価を行っております。

②　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

－ 9 －
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個別注記表

当社の貸借対照表および損益計算書は、「会社計算規則」（平成18年２月７日法務省令第13号）

のほか、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令第52号）および「有価証券

関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠し

て作成しております。

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準および評価方法

①　子会社株式および関連会社株式　　移動平均法による原価法によっております。

②　有価証券

トレーディングに関する有価証券等

時価法（売却原価は移動平均法により算定）を採用

しております。

トレーディング関連以外の有価証券等

その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

③　デリバティブ　　　　　　　　　　時価法を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。

建物　　　　　　15年～50年

器具および備品　５年～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。

・その他の無形固定資産　　　　　　定額法を採用しております。

③　リース資産

・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一

の方法を採用しております。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

－ 10 －
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(3) 引当金および準備金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員の賞与金の支払に備えて、賞与支給見込額の

当事業年度負担額を計上しております。

③　金融商品取引責任準備金　　　　　金融商品取引事故による損失に備えるため、「金融

商品取引法」第46条の５第１項の規定に基づき「金

融商品取引業等に関する内閣府令」第175条の定める

ところにより算出した額を計上しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

　消費税等の会計処理　　　　　　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っております。

２．会計方針の変更に関する注記

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上

の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４

月１日以後に取得した建物附属設備および構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法

に変更しております。これによる計算書類に与える影響はありません。

３．追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当事業年度から適用しております。

４．表示方法の変更に関する注記

（貸借対照表）

　前事業年度において、「くりっく株365」事業に係る「短期差入保証金」および「受入保

証金」を総額表示しておりましたが、その実態をより適切に表示するため、当事業年度より

同事業に係る「短期差入保証金」と「受入保証金」を相殺表示しております。

－ 11 －
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５．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産および担保にかかる債務

　当社の外国為替証拠金取引に関連して生じる債務に関し、金融機関より支払承諾契約に基

づく極度額を2,500百万円とする債務保証を受けており、担保として現金・預金（定期預金）

750百万円を差し入れております。この他同契約に基づき、顧客区分管理信託契約に係る当社

の信託受益権に対し当該金融機関を質権者とする質権を設定しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 195百万円

(3) 保証債務

　連結子会社であるInvast Financial Services Pty Ltd．の外国為替証拠金取引等に関連

して生じる債務に関し、連帯保証を行っております。

　債務保証の極度額　　　　　　　　　　　　　　　　 2,243百万円

(4) 当座貸越契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行と当座貸越契約等を締結し

ております。当事業年度末における借入未実行残高は以下のとおりであります。

当座貸越極度額等 2,050百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 2,050百万円

(5) 関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10百万円

短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,671百万円

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高　　　　　　　　　　　　　　　　６百万円

営業取引以外の取引による取引高　　　　　　　　　　　９百万円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類および株式数

普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　32,035株

－ 12 －
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８．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

　賞与引当金 10百万円

　株式報酬費用 0百万円

　未払事業税 0百万円

　長期未払額 3百万円

　固定資産減損損失

　繰越欠損金

8

82

百万円

百万円

　投資有価証券評価損 158百万円

　その他 12百万円

繰延税金資産小計 276百万円

　評価性引当額 △263百万円

繰延税金資産計 13百万円

（繰延税金負債）

　資産除去債務に対応する除去費用 △1百万円

繰延税金負債計 △1百万円

繰延税金資産の純額 11百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目

別の内訳

　税引前当期純損失であるため注記を省略しております。

９．関連当事者との取引に関する注記

　関連会社等

種 類
会 社 等 の

名 称

議 決 権 等 の 所 有

(被所有)割合(％)

関連当事者

と の 関 係

取 引

内 容

取 引 金 額

(百 万 円)
科 目

期 末 残 高

(百 万 円)

子会社

Invast

Financial

Services

Pty Ltd.

所有

直接100％

資金の援助

役員の兼任

資金の貸付

（注）１

利息の受取

（注）１

債務の保証

（注）２

―

９

2,243

関 係 会 社

長期貸付金

―

―

990

―

―

取引条件および取引条件の決定方針等

（注）１． 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

　　　２． Invast Financial Services Pty Ltd．の外国為替証拠金取引等に関連して生じる

債務に対して、連帯保証を行ったものであり、保証料は受領しておりません。
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10．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,833円14銭

(2) １株当たり当期純損失 49円５銭

11．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 14 －
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